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� はじめに

地球温暖化対策や持続可能な社会の達成を目

指して，エネルギー源を従来の化石燃料から持

続可能な再生可能エネルギーにシフトすること

が，エネルギー利用の効率化と共に重要な課題

となっている。

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

は，再生可能エネルギー源と気候変動緩和に関

する特別報告書において，再生可能エネルギー

の利用は近年急速に延びており，その技術的な

ポテンシャルは現在の需要量を超えるものであ

ること，現状では既存のエネルギー価格より高

価であるが条件によっては競合できること，再

生可能エネルギー源による温室効果ガス排出量

は化石燃料に比べてライフサイクルで見ても非

常に低いことを指摘した。そして，将来的に科

学技術の進展により，性能の向上やコストの削

減が達成でき，既存のエネルギーシステムやイ

ンフラ，産業界に関係する制度的・政策的な障

害，市場の失敗，再生可能エネルギーに関する

情報やデータの不足，そして社会的，個人的な

価値感に関係する障害等を除くことができれ

ば，持続可能な社会の達成に向けて大きな役割

を 果 た す こ と に な る と し て い る（IPCC

［２０１１］）。

また，国際エネルギー機関（IEA）は，２０５０

年までに世界の平均気温の上昇を工業化以前の

２℃ 上昇以内に抑えるという気候変動枠組み

条約締約国会議で合意された目標の達成のため

のシナリオを検討した「クリーンエネルギー技

術の展望」報告書で（IEA２０１２‐１），陸上風

力，太陽光発電（PV），バイオマス，水力のよ

うな技術は所期のとおりの発展をしているもの

の，洋上風力等は開発が遅れており，今後研究

開発を一層促進することが必要であるとしてい

る。そして，クリーンエネルギーを信頼して投

資ができるような環境を作り出すことを各国政

府に対して提言している。

さらに IEA によれば，２０１０年から２０３５年

にかけて，各国政府がエネルギー政策に関する

現在のコミットメントを実施すると仮定した，

新政策シナリオ（The New Policy Scenario）

では，一次エネルギー需要は１/３増，電力需要

は７０％ 増となる（IEA２０１２‐２）。このうち再

生可能エネルギーによる発電容量は世界で約３

倍，全発電容量増の半分以上を占め，中でも

OECD 諸国では増加分のうち風力が４７％，バ

イオエネルギーが１６％，太陽光発電（PV）が

１５％ 及び水力が１１％ をそれぞれ占めると予想

されている。また，この期間の世界の電力部門

の投資の６０％ 以上が再生可能エネルギーに投

資されると予想している。しかし，一部を除き

再生可能エネルギーは競争力が依然として弱

く，再生可能エネルギーへの補助金額が消費者

価格に転嫁される場合には，２０２０年までは再

生可能エネルギー買取りによる電力価格引き上

げへの影響が大きく，ヨーロッパでは消費者電

力価格を１５％ 上昇させる効果があるとしてい

る。

このように再生可能エネルギーの大幅な普及

については，技術的には発展が見込まれるが，

今後もコスト面や政策的な支援が必要であると

されている。
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筆者らは２０１３年３月上旬にスペインを訪

れ，IDAE（Institute for the Diversification and

Saving of Energy：工業省の付属機関），REE/

CECRE（Red Electrica de Espana/Control

Center for Renewable Energy：系統運用会社

再生可能エネルギーコントロールセンター），

APPA（Asociación de Productores de Energía
Renovables：再生可能エネルギー関係企業の

業界団体）や，風力発電の誘致を進めたラ・ム

エラ市の関係者にインタビューする機会を得

た。本稿はこの調査結果に基づく考察を元に，

EU メンバー国として再生可能エネルギー源の

導入を積極的に進めてきたスペインの経緯・状

況や政策について検討し，特に固定価格買い取

り制度（Feed in Tariff, FIT）について，いわ

ゆる太陽光バブルを生み出し，その崩壊から回

復途上にある最近の状況や経緯について検討を

行うものである。これらの結果を基に，我が国

における大幅な再生可能エネルギー導入の促進

政策の検討に役立てることを目的とする。

� スペインにおける再生可能エネルギーにつ

いて

１． スペインにおける再生可能エネルギー導入

の経緯

スペインにおけるエネルギー対策は，１９８０

年のエネルギー保全法（Law８２/１９８０）の制定

にはじまる。１９９０年代に入ると国家エネル

ギー計画１９９０‐２０００（１９９０年）及び再生可能エ

ネルギー導入計画（１９９２年）が策定され，再

生可能エネルギーの割合を２０００年までに１０％

に拡大することとされ，１９９４年には FIT が導

入された（NHK［２０１１］）。その後１９９７年の電

力事業法（Electric Sector Law，Law５４/１９９７）

により電力の自由化とともに FIT が促進され

た。２０００年代になると，スペインのエネル

ギー政策，電力政策は EU の影響が大きくな

る。

EU は，電気，ガスを含むエネルギー政策と

気候変動対策とを緊密に関係させて，一体的に

進めている。２００１年には再生可能電力指令

（２００１/７７/EC）を定め，発電についての再生

可能エネルギーの利用比率目標（努力目標）を

設定し，スペインは２０１０年に２９．４％（一次エ

ネルギー消費の１２％）とされた。続いて２００３

年には EU バイオ燃料指令（２００３/３０/EC）が

制定され，２０１０年のバイオ燃料の割合が５．７５

％とされた。さらに２００７年には EU 首脳会議

において「エネルギー戦略 ２０２０年」に向け

ての ３ つの２０％ 戦略，即ち �二酸化炭素

（CO２）等温室効果ガス（GHGs）排出量の２０

％削減，�再生可能エネルギーの割合２０％，

�エネルギー効率２０％ 改善が決定された。こ

れを受けて２００９年には再生可能エネルギー促

進 指 令（２００９/２８/EC，EC［２００９］）が 施 行 さ

れ，各国の再生可能エネルギー導入目標を設定

し，以下の２項目が定められた。

― ２０２０年までに EU 平均として最終エネル

ギー消費量の２０％，運輸部門のエネルギー消

費量の１０％ を再生可能エネルギーとする（中

間目標として２０１１年と２０１２年の平均値も

１０．７％ に設定）

― ２０１０年３月３０日までにメンバー各国は，

国家再生可能エネルギー行動計画（NREAP）

を策定し，EC に提出する

スペインは，２０１０年１０月に国家再生可能エ

ネルギー行動計画（NREAP２０１１‐２０２０）を策

定 し，EU に 提 出 し た（ス ペ イ ン 政 府

［２０１０］）。また，翌年，持続可能な経済法（Law

２/２０１１）を制定し，EU 指令の再生可能エネル

ギー目標値を国内法制化した。なお，その後，

２０１２年に NREAP を改訂し，最終的に２０２０年

の再生可能エネルギーの割合を２０．８％（発電

量の３８．１％），また運輸部門のバイオ燃料の割

合を１１．３％ としている（IDAE［２０１３］）。

一方電力部門では，EU は１９９６年からエネ

ルギー市場の自由化促進に取組み（９６/９２/

EC），２００３年に第二次（２００３/５４/EC，２００３/５５/

EC），２００９年に第三次のエネルギーパッケー

経 済 学 研 究17630（ ） ６３－２
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ジ（２００９/７２/EC，２００９/７３/EC）と言われる一

連の指令を発出し，再生可能エネルギーの電力

網（グリッド）への接続を容易にし，また競争

力を強化することに役立つ，発電，送電，配電

事業の分離と，供給側と需要側との双方向コ

ミュニケーションを行うインテリジェントメー

ターの普及を求めた（植月［２０１１］）。スペイン

政府は従来から EU 規制を前倒しして家庭用需

要家への供給を含めた全面自由化等を実施して

いたが，この規制は２０１１年から施行されるた

め，前述の電力事業法の改正や持続可能な経済

法等国内法制度の整備，発送電の分離と唯一の

送電会社 REE の設立，卸電力取引所の設立等

を行った（電気事業連合会［２０１３］）。２０１２年に

は，国家エネルギー委員会（CNE）が進捗状

況を欧州委員会（EC）に報告している（CNE

［２０１２］）。ただし，電力料金面では，自ら配電

会社を選択しない家庭用需要家に適用される規

制料金制（ラストリゾート料金）が残されてい

る。

各国の報告書を基に再生可能エネルギー導入

目標をまとめた EC の報告書（EC［２０１３‐１］）に

よると，２０１０年の再生可能エネルギーシェア

は，メンバー２０ヵ国の国家計画と EU による

２０１０年コミットメントレベルを超え，最初の

中間目標値（２０１１年と２０１２年の平均値）の EU

２７ヵ国で１０．７％，スペインで１０．９％ も超えて

それぞれ１２．７％，１３．８％ であった。しかし，

モデルによる将来の検討では，２０２０年につい

ては楽観できないとしている。即ち，既存の再

生可能エネルギー導入政策のみで，経済危機を

反映して支援策が減るという想定では，更なる

対策が取られない限り，目標達成は困難である

としている。特に，風力，バイオマスでこのま

までは計画より大幅に少ない導入量に留まると

している。太陽光発電は過去数年の急激な導入

によって現在は目標を達成しているものの，各

国の支援スキムが導入容量やコストダウン等の

変動に柔軟に対応できない結果として，たとえ

ば，スペインで一部実施されているような既に

なされた投資に対して回収費用を削減するよう

なスキムの大幅な変更がなされた場合には投資

家に対し大きなリスクとなり，２０２０年目標が

達成できないおそれがあるとしている。

２. スペインのエネルギー政策の特徴と再生可

能エネルギーの導入

EU 内におけるエネルギー政策としては，市

場の自由化，供給の確保，電力網等のインフラ

の相互連携，温室効果ガス等の汚染物質の排出

削減がメンバー各国の共通の課題となり，EC

を通じて取り組みが進められている。これに加

えて，スペインのエネルギー使用の特徴として

は以下があげられる。

Ａ．エネルギー強度（GDP 当たりのエネル

ギー使用量）が大きいこと

１９８０年代からエネルギー強度が上昇し

たが，これは，エネルギー使用量の多い

製鉄，セメント等の産業の発展による経

済成長パターンによるものであった。天

然ガスや再生可能エネルギーの利用の増

加に伴い２００５年からは，エネルギー強

度は著しく減少してきている（図１参

照）。

Ｂ．エネルギー輸入依存度が高いこと

第一次エネルギー源としての化石燃料の

国内資源が少ないため，２００９年時点で

約７７％ を海外からの輸入に依存してい

る。このため，エネルギーの供給確保と

国際市場価格によるリスクが増加してい

きている（図２参照）。

Ｃ．温室効果ガス（GHGs）の排出量が多い

こと

スペインは気候変動枠組条約の付属書�
国であり，京都議定書によって EU の一

員として，１９９０年レベル（基準年レベ

ル）に比較して２００８‐２０１２年の温室効果

ガス排出量の平均を１５％ 増以内にとど

めることとなっている。EU 全体で ８％

削減が義務づけられている中で，スペイ

２０１４．１ スペインにおける再生可能エネルギー導入の状況と課題 荒井・佐野 17731（ ）
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ンは今後も経済成長が必要なメンバー国

として排出量の増加が認められているこ

とが注目される。

温室効果ガスの１９９０‐２００７年の排出量は，基

準年（２８９，７７３kt CO２eq（キロトン二酸化炭素

換算），１９９０年レベルが基本）の５２．６％ 増と

なっており，２００３‐２００７年の期間では４８．６％

増と若干増加が鈍化している。この増加は，水

力発電量の変動により影響を受けるものの，電

力使用量の増大と運輸部門の需要増によるもの

である。また，２０１１年の排出量は３５０．５MtCO２

eq であり，基準年値の２０．９％ 増となっている

（EC［２０１３‐２］）。

スペイン政府は，スペイン気候変動及びク

リーンエネルギー戦略（Spanish Strategy of

Climate Change and Clean Energy：EECCEL）

２００１‐２０１２‐２０２０（後に２００７‐２０１２‐２０２０に改訂

（スペイン政府［２００５］））を対策の枠組みとし

て，NREAP や省エネ及びエネルギー効率戦略

行動計画（E４，スペイン政府［２００７］），統合的

な管理による汚染防止法に基づく産業対策，持

続可能な運輸戦略等に基づく運輸分野の対策，

新築ビルに対する再生可能エネルギー利用等を

義務付けるビル規制や建物のエネルギー対策の

認証制度等による生活・事業系等の対策を行っ

ている。

スペインの気候変動枠組み条約事務局への国

別報告書の予測によると，対策をとらない場合

出典：IDAE資料（２０１３）。

図１ スペインのエネルギー消費量とスペイン・EU２７か国のエネルギー強度の経年変化

出典：Spain’s National Renewable Energy Action Plan２０１１‐２０２０，２０１０.

図２ スペインの国内産エネルギーと自給率の経年変化

経 済 学 研 究17832（ ） ６３－２
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は，２００８‐２０１２年の５年間の年平均温室効果ガ

ス排出量は１９９０年比で７０％ 増，対策をとった

場合で４０％ 増である。さらに将来，「エネル

ギー効率及び再生可能エネルギー法」を策定

し，グリーン税制や省エネルギーやエネルギー

効率のための補助プログラムの実施，自動車燃

費の向上やハイブリッド車の導入，都市での公

共交通への移行，ビルの断熱性能，熱施設や照

明のエネルギー効率の改善，エネルギーサービ

ス市場の強化等を追加的に行い，対策を強化す

る。これらによって１９９０年比を３７％ 増に抑え

ることにより，EU の排出量取引制度（EU‐

ETS）による対策（２０％ 分）及び森林吸収源

の活用（２％ 分）と併せて京都議定書の目標

１５％ 増が達成できるとしている（スペイン政府

［２００９］）（図３参照）。

また，２０２０年の排出目標は前述のとおり EU

全体で１９９０年比２０％ 減を目指しているが，

２０１３年３月の EC 決定によるとスペインの排

出目標は，２１５．５MtCO２eq と１９９０年比で２５．６

出典：IDAE［２０１３］ Renewable Energy in Spain， presentation by D. Lopez in
March２０１３.

注：USW：Urban Solid Waste.

図３‐１ スペインの一次エネルギー消費量の構成

出典：id.
注：発電電力量 ２９２，０５１GWh。うち再生可能エネルギー ８６，６００GWh。

図３‐２ スペインの発電電力量の構成
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％減としている（EC［２０１３‐３］）。このため，今

後スペインでも排出削減の強化が求められるこ

ととなる。

このような３つの特徴に対応するため，スペ

インのエネルギー政策は，供給の安全，経済の

競争力の強化，持続可能な経済，社会，環境の

発展の３つの軸に沿って展開しており，具体的

には，�市場の自由化と透明性の増進，�エネ

ルギーインフラの整備と�再生可能エネル

ギー，節電及びエネルギー使用効率化の推進が

３つの柱となっている。

以下では，まず再生可能ネルギーの導入状況

をみる。

スペインの風力発電能力は，世界第４位，

ヨーロッパでは第２位であり，太陽光発電

（PV）では同 ４ 位と ３ 位である。また，太

陽熱発電は世界一である等再生可能エネルギー

の普及先進国である（IDAE［２０１３］）。２０１１年

の再生可能エネルギーは一次エネルギー消費量

の１１．６％，電力の２９．７％ を占めている。再生

可能エネルギーの中では，バイオマス，バイオ

ガス及び廃棄物が一次エネルギー消費量の４．２

％と最も大きく，次いで風力，水力，バイオ燃

料，太陽エネルギーの順であるが，発電量で

は，風力が１４．５％，水力が１０．５％，太陽エネ

ル ギ ー が３．１％ で あ る（図３‐１，２参照）。な

お，２０１１年は雨量が少なく，風も弱かったた

め，２０１０年に比べて再生可能エネルギーによ

る発電量は１１．１％ 少なかった。

各再生可能エネルギー毎に見ると風力発電は

２１，５２０MW（前年比３．８％ 増）であり，発電

容量当たりにすると２GWh/MW であった。水

力 は１８，４５１MW（同 ０．０３２％ 増）１．６５GWh

/MW，太陽光は４，２８１MW（同８．５％ 増），１．７９

GWh/MW，太陽熱発電は１１４９MW（同３６．３

％増），１．８９GWh/MW であった（図４‐１，２，３

参照）。また，バイオガス等による発電は９９５

MW（同３．６％ 増），１．３２GWh/MW と な っ て

いる。

当初の NREAP では，２０２０年の目標は陸上

出典：id.

図４‐２ スペインに於ける太陽光発電の導入量

出典：id.

図４‐３ スペインに於ける太陽熱発電の導入量

出典：IDAE［２０１３］ Renewable Energy in Spain，pres-
entation by D. Lopez in March２０１３.

図４‐１ スペインに於ける風力発電の導入量
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風 力３５００万 kW（２０１０年 比１．７倍），太 陽 光

発電８３７万 kW（同２．１倍），太陽熱５０８万 kW

（同８．０倍），バ イ オ マ ス１５９万 kW（同２．１

倍）であり，洋上風力，潮力，地熱は２０１３年

から順次実用化を行う事となっている。

３. 再生可能エネルギーの導入施策

スペインの再生可能エネルギー導入策は，

NREAP に記載されているが，中でも注目され

るのは，電力部門の FIT の導入とその後のプ

レミアムシステムへの移行，及び再生可能エネ

ルギーによる電力の受け入れを可能にする送電

網システムの全国的な管理制度であり，運輸部

門では EU の規制フレームワークに則ったバイ

オ燃料導入促進策である。

FIT については，次章で述べるように，た

とえば太陽光発電の場合は１９９８年の国王令

（RD２８１８/１９９８，Royal Decree：特に緊急 で

非常な場合に限り用いられる法律の種類で，閣

議決定の後３０日以内に議会で承認を得なけれ

ばならない。）によって FIT が導入され設置の

促進が図られた。その後，２００４年国王令（RD

４３６/２００４）によって市場価格にプレミアムを上

乗せして売却するシステムか，または全量買取

りシステムとの選択が可能となり，２００７年国

王令（RD６６１/２００７）によって買取り価格が従

来の約２倍に増加すると２００８年に一気に大量

の導入が行われ，行動計画による導入計画容量

を超えることとなった。

これに対し政府は，導入量の抑制と財政的負

担の軽減のために２００８年から買取り価格を引

き下げた（RD１５７８/２００８）。その後も電力価格

の規制等もあって電力会計の赤字（２０１３年５

月までの累積赤字は２６０億ユーロと言われる。）

が続いていることから，買取り価格の更なる引

き下げ，再生可能エネルギー施設の報酬事前割

当登録制度（RDL６/２００６，電力買取り制度の

対象となる再生可能エネルギー生産施設を事前

に登録し，急激な設置の拡大を防止する制度）

の設立，FIT による買取り年数（RD１５６５/

２０１０）及び買取り量（発電時間）の制限（RDL

１４/２０１０）の導入，２０１２年には新規施設の FIT

買取りの停止（RDL１/２０１２），電力販売に対す

る ７％ のエネルギーサステイナビリティ税に

よ る 実 質 的 な FIT 価 格 の 減 少（Law１５/

２０１２）を行い，２０１３年には消費者物価指数等

による FIT 価格の調整の廃止，プレミアム

上乗せの廃止等既存の施設からの買取り価格の

低減の措置を行ってきた。このため近年の再生

可能エネルギーによる発電施設の導入量は，急

減してきている。さらに後述のように，遡及的

な電力買取り価格の低減に対し既存の施設設置

者からも不満が出ている（NHK［２０１３］）。

一方，スペインの電力供給については，EU

レベルでの動きに対応して，発電，送電，配電

の分離体制が導入され，送電は，Red Electrica

de Espana（REE 社）一社が送電網を所有し，

電力系統全体の発電および送電の運用・調整を

行っている。同社では，電力系統全体の制御を

マドリード近郊の中央給電指令所（CECOEL/

CECORE）において行っており，その下に世界

で唯一の再生可能エネルギー専用といわれる再

生可能エネルギーコントロールセンター（CE-

CRE）を設置して，風力，太陽光等の再生可

能エネルギーの制御を行っている。電力の需給

調整は，これらの司令所が前日に電力使用量の

予測に基づき卸売市場で電力を調達しておき，

風力発電出力の予報結果や調整電源の評価等を

行いながら，最終的には風力発電の発電量抑制

命令等によりリアルタイムで調整を行ってい

る。CECRE は，２００６年から稼働しており，全

国の約３０のコントロールセンターを通じて，

発電状況等のデータを収集し，オンラインで制

御している。実際の出力抑制はまず水力，石

油・ガス発電，石炭火力発電，原子力，風力以

外の再生可能エネルギーの順で出力制御が行わ

れる。またたとえば，大規模な再生可能エネル

ギー発電施設（１０MW 以上）については需給

状況に応じて，同センターから発電量の削減等

の直接指令が可能となっている。これらの全国

２０１４．１ スペインにおける再生可能エネルギー導入の状況と課題 荒井・佐野 18135（ ）
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的な統一制御システムによって，２０１２年９月

の深夜には総電力需要量の６４％ を風力発電で

供給する等大幅な再生可能エネルギーの導入が

可能となっていることが注目される。ただし，

風力の夜間余剰電力が問題であり，需要の平準

化を図っているものの，これ以上の大幅な風力

発電容量の増加の余地はないという。また，コ

ンバインドサイクルや石炭火力による電力予備

力の確保とそのコストの電力料金への反映，緊

急時対応や電力の輸出入に備えて，特にフラン

スとの国際電力網の連携の強化が課題となって

いる１）。

バイオディーゼルやバイオエタノール等のバ

イオ燃料については，炭化水素セクター法（Law

３４/１９９８）等に基づき，バイオ燃料の年間使用

目標を運輸用燃料全体の５．８３％（２０１０）とし

て，製品毎のバイオ燃料の割合も決められてい

た（スペイン政府［２０１０］）。この目標を担保す

るために，CNE が管理する認証，補償支払い

システムが設置されている。燃料の卸業者等は

販売燃料に占めるバイオ燃料の割合を遵守する

義務があり，認証制度によってチェックが行わ

れ，もし，これに適合していない場合は補償支

払をしなくてはならない。また，バイオ燃料

は，原則として無税（ゼロレート・タックス）

とされている。２０１０年のバイオ燃料消費量

は，１，６１５ktoe（キロ石油換算トン）であり，

全体の６．０８％ を占めている。そして２０２０年に

は前述のとおり１１．３％ と EU による１０％ 目標

は達成可能としている。なお，バイオ燃料の製

造施設は，バイオエタノール４カ所，バイオ

ディーゼル４７カ所，合計生産能力は４，１７８ktoe

となっているが，アルゼンチン，インドネシア

からのバイオ燃料の輸入によって操業率は低く

なっている。

４． スペインの再生可能エネルギー導入施策の

評価と今後の展望

スペインは，再生可能エネルギーの導入を積

極的に進めてきたが，IEA は２００９年のスペイ

ンのエネルギー政策レビューにおいて，再生可

能エネルギーの促進とエネルギー効率の改善を

賞賛している（IEA［２００９］）。特に，送電シス

テム管理者（TSO，スペインの場合は REE）

による世界クラスの再生可能エネルギーコント

ロールセンターを設置し，風力発電の出力変動

をバランスさせる統合システムを開発したこと

に注目している。そして今後の課題として �
低炭素エコノミーへの移行を促進するために，

省エネルギー，CO２削減，再生可能エネルギー

推進（R&D を含む）による野心的な計画とそ

の実施を継続すること，�低炭素電力の生産へ

移行するための全ての選択肢を保持し，エネル

ギー効率の改善策によってピーク需要を制限す

る努力を続けること，�エネルギー市場の自由

化を継続し，社会政策を展開することによって

市場をゆがめる要因を低減することの三点を挙

げている。

NREAP によるとスペイン政府は，EU のエ

ネルギー及び気候変動政策に沿って，これらの

勧告が示す方向で政策を進めてきており，たと

えば２００５～２００９年の５年間で低炭素エコノ

ミーに向けてエネルギー強度は１３％ 減少した

としている。特に再生可能エネルギーの推進が

優先するとして，これは，エネルギー源の持続

可能性に寄与するばかりでなく，CO２及び汚染

物質の排出削減という環境側面，分散型エネル

ギーの普及，輸入エネルギーへの依存の軽減と

いうエネルギー安全保障面，輸入燃料減や技術

開発による再生可能エネルギー装置の輸出によ

る貿易赤字の減少，農村地域に於ける雇用と開

発の創出等社会・経済面でも良い影響があった

としている。もちろん，再生可能エネルギー導

入には，設置運営コスト等経済的な負担を伴う

ものの，いわゆる学習効果によるコスト減等に

よりそれは軽減しつつある。さらに再生可能エ
１）REE 社 CECRE におけるヒアリング結果（２０１３.

３.８）。
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ネルギーは，気象による大幅な出力変動等予測

可能性及び管理可能性について問題がある場合

がある。しかし，これらは前述のような全国的

な送電・調整システムの設置と管理に加え，将

来的には揚水発電等エネルギーの備蓄，及び蓄

電機能のある再生可能エルギー施設の建設等に

より改善できる。結局，結論としては，２００５～

２０１０年の再生可能エネルギー導入策は成功で

あり，さらに再生可能エネルギーによる便益は

高く，安定しており，全体的な将来の便益は，

現在のコスト負担を大きく超え，再生可能エネ

ルギー促進政策の枠組みを支持するものになっ

ているとスペイン政府は評価している（スペイ

ン政府［２０１０］）。そして，今後の課題として，

再生可能エネルギーはもはやエネルギー供給の

基本的な構成要素となっており，支援策と関係

機関による役割もこの変化に対応しなければな

らないとしている。

具体的には，再生可能エネルギー計画の目標

にあった発電能力施設を設置するインセンティ

ブとして投資貯蓄（Investment Saving）の回

収を保証する安定性，学習曲線による価格低下

や技術の進歩に速やかに対応し，支援策の枠組

みを改善する柔軟性，コストの内部化，そして

再生可能エネルギー技術のみでなく，エネル

ギーシステム全体の技術の優先順位付けの４項

目が重要としている。

これに対し再生可能エネルギー製造業者等の

団体であるスペイン再生可能エネルギー協会

（APPA）による分析では，以下を指摘してい

る（APPA［２０１２］）。

（１）再生可能エネルギー関係産業のGDPへ

の寄与

再生可能エネルギー関連産業の，間接的な効

果も含む２０１１年の GDP に対する割合は０．９５

％，１０，２４４M Euro であった。直接的な寄与額

としては，６，７６０M Euro であり，これは，産

業としては漁業，製靴業よりも大きい。なお，

再生可能エネルギー間では，太陽光発電関連が

２９.４％ と最大で，風力２５.６％，太陽熱発電２３.０

％の順であった。

また，調査研究費の GDP に対する寄与をみ

ると２０１１年の調査研究投資額は３０２.８M Euro

であり，直接 GDP 寄与額に対する割合は，４.５

％と産業平均の１.３８％（２００９年）より，約３

倍の高い比率の投資を行っており，再生可能エ

ネルギー産業が技術開発に重点を置いているこ

とを示している。

（２）雇用の創出

再生可能エネルギー産業関係の雇用者数は

２０１１年に１１８，６５７人（直接雇用者 ５４，１９３人

及び関連のいわゆる間接雇用６４，４７４人）とさ

れており，前年度に比べると，約６，０００人分の

雇用増となった。ただし，直接雇用は３．０％，

約１，７００人の雇用減であった。分野別にみると

特に太陽熱発電施設の増加が大きく，９，７１１人

増，バイオマス関係（木材，おがくず，製紙

業，廃棄物処理・メタンガス）で１，３６０人増，

これに対し風力では３，６２８人減，バイオ燃料で

１，３５７人減であった（なおスペイン政府は，

NREAP において２０１０年の直接雇用は７０，１５２

人と予測していたが，これよりは大幅に減少し

ている。）。

（３）CO２，環境汚染物質の排出量削減

再生可能エネルギーの導入により，２０１１年

には，３３．４Mt CO２eq の発生を防止（２０１１年

エネルギー起源の CO２排出量２６１.５MtCO２eq

の約１３％ に相当，EUROSTAT［２０１３］）するこ

とができ，これは，CO２のクレジット価格で換

算すると４２９MEuro の節約に該当する。窒素

酸化物と硫黄酸化物もそれぞれ，２７，６１６t，

４５，３３５t（２０１１年）削減され，環境汚染が防止さ

れた。

２０２０年には，さらに５９MtCO２eq の発生防

止を目標としている（なお，スペイン政府の計

画では，３７.３Mt とこれよりは少なく予測され

ている。）

（４）輸入エネルギー量の減少と再生可能エネ

ルギー関連製品の輸出

化石燃料１１.７Mtoe（２０１１年），輸入量全体

２０１４．１ スペインにおける再生可能エネルギー導入の状況と課題 荒井・佐野 18337（ ）
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の６.８％ が減少し，２，１０１MEuro の節約となっ

たと推定される。これは，スペインの GDP の

０.２％ に該当する。スペインの貿易赤字の大半

は燃料輸入によるものと言われるため，再生可

能エネルギーの赤字縮小への寄与が大きいと考

えられる。また，風力発電メーカー Gamesa

社，インフラ建設会社である Acciona 社等が

ある再生可能エネルギー産業は，６９７MEuro

（２０１１年）の輸出超過ではあったが，前年比

では４０％ 減となった。

結局，再生可能エネルギー産業が受け取った

報酬と化石燃料の輸入減少による節約分及び温

室効果ガス排出の防止による節約分を比較する

と，２００５～２００８年は節約分が勝っているもの

の，２００９年からは大きく報酬が超過している

（APPA［２０１３］ 図５参照）。これは，２００８年

以来の大幅な太陽光発電施設等の導入による

FIT やプレミアムの支払による。しかし，こ

の費用と，再生可能エネルギー産業の GDP へ

の寄与を比較すると両者の比は２００９年以降で

も，１．９‐１．８であり，これは受け取った費用の

概ね２倍の寄与を再生可能エネルギー産業が

GDP に対してしていることを示しているとし

ている。

このように APPA の評価は再生可能エネル

ギーの導入による経済，環境，貿易に対する効

果を評価したものとなっており，政府の評価と

概ね一致している。APPA は，再生可能エネ

ルギーの更なる導入を目指して政府に対し近年

の一連の導入抑制措置の撤回を求めている２）。

なお，これらの点は，他の研究においても同

様の評価が得られている（Gracia‐Alvarez et

al.，［２０１２］）。

５． スペインの再生可能エネルギー導入策の評

価と課題 日本への教訓

スペインの FIT―市場価格・プレミアム制

度を中心とした再生可能エネルギー導入方策

は，安定かつ予見可能な経済政策と法制度，企

業を含む利害関係者や地方自治体並びに技術，

経済面でのシステムの管理者の協力によって

２０２０年２０％ 目標を達成できる見込みである等

大 き な 成 果 を 上 げ て き た（Romero et.al.

［２０１２］）。また，温室効果ガスの排出削減にも

大きく寄与してきた。しかしながら２００８年の

太陽光バブルといわれる大幅な PV の導入後，

電力会社や政府の財政的な負担によって急激に

２）APPA におけるヒアリング結果（２０１３.３）によ
る。

出典：APPA Study of the Macroeconomic Impact of Renewable Energies in Spain２０１１.

図５ 再生可能エネルギーセクタが受け取った報酬と温室効果ガス排出量防止

及び化石燃料輸入削減経費の比較

経 済 学 研 究18438（ ） ６３－２
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支援策が縮小され，新たな税の創設等もあって

一部の既存の施設では買取り価格が遡及して引

き下げられる状態になっている。

これは，FIT の費用を直接的に電力料金で

賄わずに，消費者，特に低所得者の電力料金を

コスト以下に抑えてきたという政治的要因，ま

た，経済成長が当初見込んだほどではなく電力

需要に対して主として天然ガスコンバインドサ

イクル発電による大幅な容量超過が起きている

こと，しかもその超過分に対して再生可能エネ

ルギーのバックアップとして政府が補償をする

といういわゆる，キャパシティマーケット問題

が関係している。

一方で，再生可能エネルギーは，電力の平均

約３割を供給しており，大幅な出力変動がある

にも関わらず，技術的には送電網の全国的な一

元的管理や国際連携系統やバックアップ電源の

確保によって大規模停電等の事故は起きていな

い。地方には，ラ・ムエラ市のように，風力発

電による収入を工業団地の造成等に活用して村

おこしに成功した例もあり，再生可能エネル

ギーは地域活性化に役立っている場合もあ

る３）。

これらの状況に対して，市民は２０１１年頃ま

では概ね再生可能エネルギーを支持していたも

のの（Heras-Sizarbitoria et al.２０１１），最近では

電力赤字や FIT 支払に基づく電気料金の値上

げに対して否定的な意見が多く，再生可能エネ

ルギーの導入スピードの制御の失敗が，結局再

生可能エネルギーの増加自体への反対を引き起

こす結果になっているようである（ただし，電

力赤字は，政府からの５大電力会社への優遇策

によるものであるとして，赤字に反対している

NGO もある４））。

温室効果ガス排出量の削減目標を達成し，今

後も着実に再生可能エネルギー導入を進めてい

くために，FIT の活用に関し長期導入量目標

の下で FIT に柔軟なコスト抑制メカニズムと

すべき，買い入れ価格低減の遡及適用は避ける

べき等の分析が行われている（del Rio et al.，

［２０１２］）。また，特に家庭用等の小規模分散発

電の場合には，接続の行政手続きの簡素化や，

ネットバランスのクレジットの活用，スマート

メーター（リモート管理メーター）の活用等が

提案されている（Ruiz-Romero et al.［２０１２］）。

我が国の場合は，２０１２年から電気事業者に

よる再生可能エネルギー電気の調達に関する特

別措置法（再エネ特措法）に基づく FIT 制度

が開始されたばかりではあるが，太陽光発電か

らの電力については当初４０円/KWh を超える

高い買取り価格水準に設定されていた。このた

め今後，国内のみならず国際的な投資の対象と

なる可能性もあることから，必ずしも地域に根

ざした形での再生可能エネルギー導入にならな

いおそれもある。従って今後の我が国の再生可

能エネルギー促進策の導入に当たっては，これ

らの点に留意しながら，導入目標を明確にした

上で制度の安定性，透明性とともに柔軟性を

もって対応していくことが必要である。

� スペインの固定価格買取制度の現状と課題

１． スペインにおける自然エネルギーと FIT 制

度

スペインの FIT 制度はドイツにも先立つ

１９９４年に導入され，これにより特に風力発電

に関しては着実に導入が進められてきた。ま

た，その結果，GAMESA 社は世界４位の風力

３）ラ・ムエラ市（スペイン アラゴン州）は，そ
の後公共施設に対する過大な投資や汚職によっ
て破産状態となり，現在は再建の途上にある。
（２０１３.３ 市長へのヒアリングによる）なお，ス
ペインは地方分権が進んでおり，再生可能エネ
ルギーについても，実際の施設の許可は州レベ
ルで行われ，NREAP の実施も各州の政策による
ところが大きい。 ４）た と え ば，２０１３.２.１４. lavanguardia.com 記 事 参

照。http://www.lavanguardia.com/medio‐ambiente
/２０１３０２１５/５４３６６７５０８１０/apagon-contr.

２０１４．１ スペインにおける再生可能エネルギー導入の状況と課題 荒井・佐野 18539（ ）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／３　０２９～０４７　荒井・佐野様  2014.01.20 19.43.43  Page 39 



発電メーカーにまで成長した。（出所：IDAE）

しかしその一方で電力会社に巨額の赤字が発生

しているとされており，FIT 制度は失敗で

あったとの論評もなされている５）。

２０１１年の実績では，スペインの一次エネル

ギー供給の１１．６％（内訳は水力 ２％，風力

２．８％，バイオマス・バイオ ガ ス４．２％，な

ど），発電量の実に２９．２％ が再生可能エネル

ギーによっている。（図３‐１，２参照） 特に，夜

間の電力需要の少ない時間帯では，瞬間的には

再生可能エネルギーの占める割合が６０％ を超

えることがあるという。（IDAE International

Relation Diana Lopez 氏）

また，発電設備の容量の国際比較でも，２０１１

年で風力が世界４位，太陽光が世界５位となっ

ている。（海外電力調査会ホームページ）

スペイ ン 政 府 で は，EU の２０‐２０‐２０目 標

（２０２０年までに温室効果ガス‐２０％，再生可能

エネルギー比率２０％，エネルギー効率＋２０

％）を踏まえ，２０２０年には再生可能エネル

ギーの割合を一次エネルギー供給の２０．８％，

発電量の３８．１％ までさらに引き上げる目標を

掲げている。（IDAE Lopez 氏）

太陽光発電に関しては，２００７年に買い取り

価格を従前のほぼ２倍の４４ユーロセント／

kwh に引き上げたところ投資が殺到し，２００８

年にはその年の導入目標５００MW に対し，約

３０００MW が導入された。これによりスペイン

の太陽光発電の容量は日本を抜き去り，その時

点ではドイツに次ぐ世界第２位となった。（図

４‐２参照）

その結果電力会社に多額の赤字が発生するこ

ととなり，２００８年には買い取り価格を引き下

げるとともに，２００９年には新規買い取り容量

の上限が定められた。この結果，２００９年以降

の太陽光発電の導入量は大幅に減少し，関係産

業には大打撃となった。（IDAE id.）これを評し

て，「太陽光バブルの崩壊」と言われることと

なった。

元々，再生可能エネルギーの FIT とは，先

行したドイツにおいても，我が国の制度におい

ても，

�投資を回収することができる価格と期間（＝

固定価格）

�全量（＝必ず）買取

�超過コストは賦課金として電力利用者の負担

とすることにより，再生可能エネルギーの採算

性を確保するだけでなく，投資の回収に関する

リスクを除去することによって導入を促す仕組

みである。

スペインの「太陽光バブル」の発生に際して

とられた買取価格の引き下げに関しては，新規

契約に関する引き下げと既存の施設に対する引

き下げを混同している例も見られたが，この時

点では，既存の施設に遡及した引き下げは行わ

れなかった。（IDAE id.）しかし，買取量に対

する上限が設けられたことにより，投資回収リ

スクの除去という機能は損なわれることとなっ

た。

２．「電力会社の赤字」の実相

一方，上記の仕組みでは，仮に導入量が当初

の見込みを大きく上回ったとしても，その結果

は，ドイツで起ったような賦課金（サーチャー

ジ）額の上昇であって，電力会社が赤字になる

ことはないはずである。（当該年度に電力会社

の“持ち出し”があったとしても，翌年度以降の

賦課料率で調整すればよい。）

この点を解説した報告は少ないようである

が，この疑問を関係者にぶつけてみたところ，

返ってきた答えは，スペインの場合電力価格が

統制されているため，賦課金相当額が料金によ

り回収されていない，とのことであった。

（IDAE id.）

５）例えば，総合資源エネルギー調査会第２回基本
問題委員会（平成２０１１年１０月２６日）における豊
田正和委員発言。「最近に至って欧州ではドイツ
も，スペインも（自然エネルギー導入政策は）失
敗だったのではないかという議論がだいぶ増え
てきております。」

経 済 学 研 究18640（ ） ６３－２
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正確に言うと，もともとスペインの電力価格

には種々の賦課金が上乗せされており，その中

には，長期失業者に対する給付金のように電力

と関係のないものや，割高にならざるを得ない

離島の電気料金に対する補助も含まれている。

また，再生可能エネルギーの導入拡大により稼

働率が低下した天然ガス火力に対する補償金

や，ピーク時の需要抑制契約に対する補償金な

ども，電力料金に上乗せされていることになっ

ている。

一方これまでの社会労働党政権は電力料金を

統制しており，これらの賦課金を乗せた総額に

限度を設けていた。このため，回収できなかっ

た賦課金が，正確には赤字ではなく，我が国で

いう未収金に当たる債権として，電力会社に累

積しており，２０１１年末で２７９億€に達してい

るとのことである。（APPA Communication De-

partment Javier A. Munoz Gonzalez 氏及び

Technical Director Jose Maria Gonzalez Moya

氏）

APPA の主張によれば，電力会社の欠損は

確かに２００８年以降増加したが，図６にあるよ

うにそれ以前から発生しており，その原因は政

策判断の誤りによるものである。２００５年から

２０１１年にかけて，電力需要は３.４％ しか増加し

なかったのに対し，設備容量は３５.７％ も増加

した。特に，この間に再生可能エネルギーを上

回って増加したのは，天然ガスコンバインドサ

イクル発電であった（図７参照）。これはこの

時期の住宅バブルによる電力需要の増加を期待

してのものであったが，その後の欧州経済危機

により需要は増加せず，これら天然ガス発電所

の稼働率は極端に悪化し，経営を圧迫すること

となった。また，この間電力需要が増えていな

いにもかかわらず，電力会社の送電コストは

６４％，管理コストは５６％ 増加しており，電力

会社の合理化が遅れていることも一因であると

APPA は主張している。（APPA id.）

にもかかわらず，前政権は国民の反発とイン

フレを恐れて，電力の統制価格を値上げしな

かった。京都議定書を批准した際にも，それに

はコストがかかることを政府は国民に説明しな

かった。２００８年の資源価格の高騰の際に燃料

価格が高騰した際にも値上げを認めなかった，

という。（APPA id.）

現時点ではこの欠損に対し国の補助は行われ

出典：APPA Study of the Macroeconomic Impact of Renewable Energies in Spain２０１１.

図６ スペインにおける電力料金収入欠損の発生
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ていない（政府の財政赤字とはなっていない）

が，その一部は証券化されて市中で消化されて

おり，その証券に政府保証がついている。政府

は今後の景気回復による電力需要の増加によっ

て回収することを期待していると思うが，現実

には政府が保証することになることが懸念され

ている。（APPA id.）

電力会社の欠損の内訳は公表されておらず，

このように，欠損の発生の一因にはスペインの

電力料金制度の不透明性があり，その再編が求

められている，というのが，IDAE と APPA

の関係者に共通した意見であった。

３．２０１０年以降には既存契約を切り下げる“禁

じ手”も

このような事態に対応するため，既に前政権

時代の２０１０年１２月に，太陽光発電に限って，

FIT による買取電力量の上限が設けられた。

２０１１年１１月の総選挙で政権についた国民党

（保守党）は，この事態に対応するための措置

を次々に打ち出している。

まず，２０１２年１月に，FIT 制度に基づく新

規買取の一時凍結（モラトリアム）を行った。本

制度は既存施設からの買取には影響を及ぼさな

かったが，２０１２年半ばには，エネルギー部門

の赤字に対処するためとして，「エネルギーサ

ステナビリティ税」を新設し，すべての発電事

業者に対し売り上げ（収益ではない）の ７％ を

課税することとした。（２０１３年１月施行） これ

は実質的に，買取価格の ７％ の切り下げに相

当することになる。

さらに，２０１３年２月から施行された国王令

では，

・買取価格に関する物価スライドを廃止し，他

の index に変更６）

・買取価格について，固定価格か市場価格＋プ

レミアムかの選択制を廃止，固定価格に一本

化

との改革が行われた。両者とも既存の施設にも

６）我が国の再エネ特措法でも，第 ３ 条第 ８ 項に，
「経済産業大臣は，物価その他の経済事情に著
しい変動が生じ，又は生ずるおそれがある場合
において，特に必要があると認めるときは，調
達価格等を改定することができる。」との規定が
設けられているが，我が国においては永らく物
価上昇はほとんどなく，制度創設の際には，「将
来のインフレによる売電収入の実質価値の減
少」というリスクについては，ほとんど議論が
されなかったのではないか。

出典：APPA Study of the Macroeconomic Impact of Renewable Energies in Spain２０１１.

図７ スペインにおける発電設備容量の推移
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適用されることとされており，いずれも従来の

算定方法に比べ買取価格が低下することとなっ

たという。（APPA id.）

これらの措置は，投資の回収が可能な価格と

期間を保証することにより投資のリスクを除去

するという FIT 制度の根幹に関わる，言わば

「禁じ手」に踏み込んだものであり，当然なが

ら事業者の激しい反発を招いている。

特に投資家には国外の企業が多く含まれてい

るため，その是非は法廷によることになるであ

ろう（IDAE id.），既に２０１０年１２月の措置に

対しストックホルム商工会議所よりロンドン仲

裁裁判所に訴訟を起こされている（APPA id.）

とのことであり，これらの措置はスペインにお

ける「法的安定性」の観点から大いに問題であ

る，というのが，これらの関係者共通の意見で

あった。

なお，スペインの再生可能エネルギーには我

が国の商社やエンジニアリング会社も出資して

おり，日系企業の中にも訴訟を覚悟しているも

のはあるのではないか，とのことであった。

（在スペイン日本大使館 中谷一夫一等書記

官）

４． 我が国が考慮すべき点

このように，スペインの FIT 制度における

混乱は，FIT 制度自体に内包されているもの

というよりも，FIT 制度による超過コストを

賦課金として利用者に負担させることとしてお

きながら，賦課金を含む料金の上限にキャップ

を設けることにより実際には費用が回収できな

い，という，前政権の矛盾というより支離滅裂

な政策により生じたものと考えられる。このよ

うな矛盾は FIT 制度導入以前から生じていた

ものであり，本件に教訓を求めるとすれば，電

力料金制度の透明性が重要，という，言わば当

たり前のことであるように思われる。

我が国が考慮すべき先例としての買い取り価

格のあり方に関しては，「太陽光バブル」の原

因となった２００７年の太陽光発電に対する買取

価格４４ユーロセント／kWh は，同時期のドイ

ツにおける買取価格や，為替レートにもよるが

我が国の制度発足時の買取価格４２円／kWh と

比べて，著しく高いものではなく，これが事業

者に過剰な利潤をもたらすものであったかは，

なお検証を要する。

一方，その結果としての電気料金に対する賦

課金は，「バブル」後の２００９年時点で，１.９US

セント／kWh（実際にはその全額は回収され

ていない），平均的家庭の賦課金額５.７US＄／

月と，ドイツの１.８US セント／kWh，同５.４US

＄／月と比べて，ほぼ同程度である。（資源エネ

ルギー庁総合資源エネルギー調査会第１３回基

本問題委員会資料［２０１２］）

ただし，スペインの一人当たり GDP はドイ

ツの概ね３/４，筆者の印象でも物価水準はかな

り低いと感じられることから，仮に明示的な形

で全額が徴収されていれば，その負担感は看過

できず，ドイツのように「国民はこの負担に耐

えられるのか」という議論が起こっていたもの

と想像される。

そのような「太陽光バブル」をもたらした要

因としては，当時の制度における買取価格の高

さに加えて，買取価格が一旦決定されると当該

年中は変更されず，買取電力容量の目標に達し

た場合も打ち切ることなくすべて買取契約を結

ぶしくみとなっていたことが挙げられている

（APPA id.）。

我が国の制度では，必要がある場合には半期

で調達価格を改定できることとされている（再

エネ特措法第３条第１項）が，臨機に買取価格

を変更する，あるいは新規の買取契約を打ち切

ることは，一方で発電事業者にとって「設備を

設置したが，所期の価格で電力を買い取っても

らえない」というリスクを生じさせることにな

るため，そのリスクの除去と両立するかたちで

の，適切な「安全装置」が必要ということであ

ろう。

また，「高すぎる買取価格」のもたらす影響

については，既にいろいろな検討がなされてお

２０１４．１ スペインにおける再生可能エネルギー導入の状況と課題 荒井・佐野 18943（ ）

／【Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／２０１４　経済学研究Ｖｏｌ．６３，Ｎｏ２／本文／３　０２９～０４７　荒井・佐野様  2014.01.16 21.47.25  Page 43 



り，割高な施設が設置されることによる電力利

用者の負担が増すことに加え，急増する設備機

器の需要は輸入により賄われるため，国内の関

連産業が育たない，といった点が指摘されてい

るが，スペインの事例の場合，「急アクセル，

急ブレーキ」のような政策に振り回された関連

産業への打撃（関連の雇用は半減したという。）

が大きかったと思われる。

我が国における FIT 制度による再生可能エ

ネルギーの導入に関し先例として考慮すべき点

の２点目は，天然ガス火力の大幅な稼働率低下

による収支の悪化であろうと考えられる。

スペインでは発電事業者からの電力の買い取り

は入札によることとされており，そのルールは

�原子力（出力調整ができない）と再生可能エ

ネルギーは優先して買い取る。

�それ以外は入札により提示価格の安い順に買

い取り，需要予測に達したところの価格で全

体を買い取る（再生可能エネルギーは固定価

格又は市場価格＋プレミアム）

とされている。

その結果，償却の済んだ設備で発電している

原子力と水力の発電コストが低く，次いで石炭

火力，石油火力の順でコストが低いため，新設

のガスコンバインドサイクル発電は，電力需給

に余裕があり市場価格が低い時には落札でき

ず，いわば他の発電所に「押し出される」格好

で稼働率が極端に悪化している。

前述のように再生可能エネルギーの業界団体

である APPA は，これはバブル期に電力需要

を過大に見積もって設備投資をしたことによる

ものと主張しているが，それだけではなく，風

力や太陽光のように発電量が不如意に変動する

再生可能エネルギーを大量に導入した場合の，

バックアップ電源の確保とその費用負担をどう

するのかという問題をはらんでいるように思わ

れる。

上記のスペインにおける電力の卸価格の決定

方式は，それぞれの発電施設の特性に対応し，

再生可能エネルギーを確実に買い取らせる上で

は合理的であるが，再生可能エネルギーのバッ

クアップ電源の立場に当たる発電施設からの買

取り量が少なくなり，それでは採算が取れない

という問題が生じている。スペインではこれに

対応するために天然ガス火力発電施設に対し不

透明な形で補償金が払われることになり，これ

が電力会社に生じている欠損金の一因になって

いる。

我が国においても今後同様に，再生可能エネ

ルギーが大量に導入された場合，その発電量の

変動に備える方策が問題となってくる可能性が

ある。

現在，発電量の変動に備える手段として実

施，あるいは議論されているのは，

１）立ち上がりの早い発電施設（天然ガス火

力，（揚水）水力）

２）他系統からの融通

３）蓄電池

スペインの場合，風力や太陽光の発電量が急

激に低下した場合の対応については，１５分以

内に天然ガス火力発電が立ち上がることになっ

ている，それまでの間は，フランス（フランス

を通じた欧州の電力網全体）からの融通を受け

る，とのことであった。（REE CECOEL：Miguel

de la Torre 氏）

我が国における対処を検討する場合，発電量

の変動，とは，おそらく次の３つの局面に分け

て考えることができる。

�）その時点その時点での日照や風況の変動

による発電量の変動

�）「晴れた日・曇りや雨の日」「風の強い

日・弱い日」といった日変動

�）季節による変動

まず�）については，例えば太陽が雲に隠れ

たり陽が差したりを繰り返すような日のよう

に，太陽光発電や風力発電の発電量は細かく変

動するとされている。（図８参照）

これに対し，各発電施設に蓄電池を併設する

ことが検討されているが，今後これらの発電施

設が広い範囲に多数設置された場合，このよう

経 済 学 研 究19044（ ） ６３－２
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な細かな変動は相当程度平準化されるものと考

えられる。したがって，ある瞬間には多数の施

設が最大出力で発電しており，それが短時間の

うちにすべてゼロになる，といった極端な前提

のもとにバックアップ電源を用意した場合，過

大な投資となるおそれがある。（ウィンド

ファームを見学した際，ある風車は勢いよくま

わっているが，すぐ近傍の風車はほとんど回っ

ていない，といった光景は，国内・国外ともし

ばしば見られるところである。）

現在，経済産業省においても，日射量に対応

した発電量に関するフィールドテストが行われ

ているところであり，これらの成果を活用し

て，発電量の変動可能性の実態を把握し，これ

に基づく手当が必要である。

�）のもう少し長スパンでの需給のひっ迫に

関しては，バックアップ電源と他系列からの融

通で対応することになる。我が国は欧州と異な

り他国からの融通は困難，との意見もあるが，

スペインの２０１０年の総発電量は約２９．６万

GWh（離島，海外領を含む。）（海外電力要

覧，２０１２年版）と，日本の２０１０年度１１５．６万

GWh（自家発電含む）の約３割弱，というよ

り，２０１０年度の東京電力の総発電量２６．４万

GWh よりやや大きい程度である。イベリア半

島の隣国であり，送電線で結ばれているポルト

ガルの２００９年の総発電量が５．０万 GWh と，

東北電力の２０１０年度の７．２万 GWh よりやや

少なく，中国電力とほぼ同程度であるので，東

京電力と東北電力を合わせただけで，ほぼイベ

リア半島２国の電力需給の規模に匹敵すること

になる。これに隣接するフランスとイタリアの

発電量を加えてようやく我が国の総発電量に匹

敵する規模となる。（図９参照）

すなわち，国内だけでも各電力会社間だけ

で，少なくとも南欧一円と同程度の融通は可能

ということであり，我が国における電力会社間

の連携の確保についても積極的に検討される必

要がある。しかしながら，現時点ではそのため

の送電線網が不足しているのが実情であり，

バックアップ電源の建設と送電電網の建設双方

の費用対効果を比較しての対応が必要である。

図８ 太陽光発電・風力発電の出力の変動（模式図）

注：２０１０年（＊は２００９年）。
出典：日本合計‐資源エネルギー庁 各電力会社‐電気事業連合会統計

海外‐海外電力調査会 海外電気事業統計２０１２。

図９ 日本とヨーロッパ主要国の総発電量
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また，バックアップ電源の確保に関しては，

その費用負担も問題となる。スペインの場合１

時間毎を単位とする電力市場における入札によ

り，需給がひっ迫した場合には市場価格が跳ね

上がるため，その時に稼働する電源は高収入を

得ることができるが，スペインの場合それでも

十分でなく，稼働率の低い天然ガス火力はその

コストを賄うことができず補てんを受けている

一方，落札価格は全電源に波及するため，原発

や石炭火力といったベース電源は大きな超過利

潤を手にすることができる。また，これにより

跳ね上がった電力の仕入れコストは，（本来であ

れば）利用者の負担となることになる。

稼働時間の短いバックアップ電源がそのコス

トを回収するためには，その稼働に対し高い買

取価格を保証する，短スパンでの入札制度が設

けられる必要がある。これにより，需給ひっ迫

時には電力消費をカットする，いわゆるネガ

ワット契約との連動も可能となる（一定価格で

の電力供給のオファーと電力消費カットのオ

ファーは同値である）。しかし，公平で低価格

な制度設計のためには，さらなる検討が必要で

ある。

� 結語

スペインにおける再生可能エネルギーの導入

と，そのための FIT（固定価格買取）制度の経

過を見てきたが，

「スペインの再生可能エネルギー導入は技術

的には決して失敗ではない。変動の大きい風力

と太陽光を年平均で２０％ 近く，瞬間値では６０

％を超えて取り込んで安定供給を実現し，その

過程で GAMESA 社を世界４位の風力発電メー

カーに育てた。」との在スペイン大使館中谷書記

官の評が現状をよく表しているように思える。

我々はその経験を単純に否定するのではな

く，参考とすべきその成功部分と，経営面で引

き起こされた混乱の要因を引き続き分析し，我

が国の制度設計に生かしていく必要があろう。

（なお，最近の動きとして，２０１３年７月に

スペイン政府が FIT を撤廃し，新制度に移行

することを決定したとの報道がある。http://

www.pv-magazine.com/news/details/beitrag/

spain-abolishes-fits-entirely_100012050/#axzz 2

kFtg 3 CBD）

本稿は，第�，�章は荒井が，第�，�章は佐野が執

筆した。本研究の一部は，科学研究費補助金「緑の投

資の国際比較研究‐デンマークとドイツの再生可能エネ

ルギーと地域活性化」（平成２４～２６年度）で実施され

た。
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